第１号様式（第６条関係）

京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）支援申請書
	（宛先）京都市長
	　　年　　　　月　　　　日

	申請者の所在地（法人は、主たる事務所の所在地）
〒

	申請者の氏名(法人は、名称及び代表者名)


京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）実施要綱第６条の規定により、下記のとおり支援を申請します。
記
１　申請概要
	申請区分
	□ 認定農業者　　　（認定番号：　　　　　　　）
□ 認定新規就農者　（認定番号：　　　　　　　）
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	希望する
支援事業
	（職場環境改善事業）
□ ⑴専門家の派遣

	
⑴にかかる派遣希望期間
　　年　　月　～　　年　　月　

	
	（補助事業）
□ ⑵法人化支援
□ ⑶雇用募集支援
□ ⑷雇用実践支援
	
⑵⑶⑷にかかる補助金交付申請額
（別添２のＥ欄）
　　　　　　　　　　　　　　円

	職場環境改善事業終了後の補助事業活用意向
	（上記「補助事業」を希望しない場合のみ以下を記入）
□ 終了後概ね１年以内に１項目以上に取り組むに取り組む意思がある。
□ 終了後概ね１年以内にいずれも取り組む意思はない。
□ 支援要件を満たさず、いずれも申請できない。



[bookmark: _Hlk234502145]添付書類（写し可）
	[bookmark: _Hlk234870689]（共通）
□　農業経営人材育成研修プログラムの指定科目の修了証
□　経営面積がわかる書類（農地台帳、特定作業受委託契約書等）

	⑴職場環境改善事業
□　第１号様式－別添１（事前調査票）

	⑵⑶⑷補助事業
□　第１号様式－別添２（補助事業内訳書）
□　希望する補助事業の予定経費が分かる書類（見積書、カタログ等）
□　本事業と同じ内容（経費）で他の補助金等を申請している場合は、交付（予定）金額が分かる書類（交付申請書、交付決定通知書等）

	その他、市長が必要と認める資料（特に指示があった場合）



[bookmark: _Hlk234500845]
（第１号様式－別添１）
事前調査票
	経営体名
	

	代表者氏名
連絡先

	（氏　名）
（電　話）
（メール）

	農業現場の所在地
（専門家の訪問先）
	

	経営面積
	計　　ａ（うち京都市内　　ａ）

	作付品目と
その面積
	

	経営の構成
	

	従業員数
（うち常雇いの数）
	総数　　人　
（うち常雇いの数　　人）※３親等以内の親族を除く

	現状の課題・
改善希望内容等




	

	農業経営人材育成研修プログラムの受講状況
	□初級
□中級「経営概論」　　　□中級「農業経営のカイゼン」

	就業時間
年間休日
	

	同意書
	□　本調査票の内容について、京都市が職場環境改善事業の専門家である委託事業者（再委託先を含む、以下同じ）に情報提供することに同意します。
□　京都市又は委託事業者が、改善の内容を記録するために写真撮影を行い、これを報告書、会議資料、事業紹介資料等に掲載し、配布・ホームページ等で公開されることに同意します。

	誓約書
	□　職場環境改善事業を通じて得られた改善実績について、公開（自社ホームページでの紹介、ＳＮＳへの投稿等）や取材等を受ける場合は、事前に掲載内容について京都市を通じて委託事業者の了解をとることを誓約します。


※　必要に応じて、農業現場の所在地の地図、写真等を添付してください。


（第１号様式－別添２）
補助事業内訳書

（１）農業経営人材育成研修プログラムの受講状況
　　□初級　　□中級「経営概論」　□中級「農業経営の法人化」　□中級「労務管理」

（２）事業概要
　ア　法人化支援事業
	法人設立（予定）日
	　　年　　月　　日

	事業経費
	経費内容
	予定金額

	
	
	円

	
	
	円

	
	
	円

	
	小　計
	円

	補助対象額　小計額が１０万円未満の場合はその額
１０万円以上の場合は１０万円
	Ａ　　　　　　　　
	円



[bookmark: _Hlk231570480]イ　雇用実践支援事業のうち雇用募集支援
	項目
	金額

	
	円

	
	円

	小　計
	円

	補助対象額　小計額が６万円未満の場合はその額
　　　　　　　　　　　　６万円以上の場合は６万円
	Ｂ　　　　　　　
	円



ウ　雇用実践支援事業のうち雇用支援
	
	
	月あたりの補助額
	採用４か月目
以降雇用月数
	金額

	①
	□週35時間以上（※）
	４万円
	か月
	円

	
	□週20時間以上35時間未満
	２万円
	か月
	円

	②
	□週35時間以上（※）
	４万円
	か月
	円

	
	□週20時間以上35時間未満
	２万円
	か月
	円

	
	小　計
	
	
	Ｃ
	円


※　障害者雇用の場合は20時間以上

（３）他の補助金等の受給等状況
　　本事業と同じ内容（経費）で他の補助金等を申請・交付されている場合には、その受給額または交付決定額・申請金額等及び内容を簡単に記載ください。
	補助金の名称
	経費内容
	受給・交付決定・申請金額

	
	[bookmark: _Hlk234489709]
	Ｄ　　　　　　　
	円



（４）補助金交付申請額
	Ａ＋Ｂ＋Ｃ－Ｄ　※千円未満切り捨て
	Ｅ　　　　　
	円



第２号様式（第７条関係）

京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）支援（変更）決定通知書
　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市指令第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当　　　　　）

令和　年　月　日付けで（変更）申請のありました京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）については、下記のとおり支援することを決定しましたので通知します。

記

	職場環境改善事業専門家派遣期間
	　　　　　　　　　　　　　　
（変更前　　　　　　　　　）

	補助金交付予定額
	　　　　　　　　　　　　円
（変更前　　　　　　　　円）

	派遣条件
交付条件
	（職場環境改善事業・補助事業共通）
１　事業を中止しようとするときは、あらかじめ市長に届け出る必要があります。

（職場環境改善事業のみ）
２　職場環境改善事業の内容（市長が定める軽微な変更を除く。）を変更しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受ける必要があります。

（補助事業のみ）
２　補助事業の内容又は経費の配分（市長が定める軽微な変更を除く。）の変更しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受ける必要があります。
３　補助金は、本事業の目的以外に支出してはいけません。
４　事業実施後に経費支出金額に増額があった場合でも、受給できる補助金の額の上限は、本交付決定通知書に記載のある交付予定額となります。ただし、予算超過により交付申請額から減額されている場合及び他の補助金が申請どおり受給できなかった場合において、追加の予算措置等があった場合にはこの限りではありません。
５　本事業については、京都市補助金等の交付等に関する条例第３２条の規定により立入調査又は質問をすることがあります。
６　補助事業等が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業等の遂行が困難となったときは、速やかに市長等に報告し、その指示を受ける必要があります。
７　京都市補助金等の交付等に関する条例第１６条第１項に掲げる書類は、補助事業完了の翌年度から起算して１０箇年間保管してください。
８　上記各号に違反した場合は、補助金の減額、交付の取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命じることがあります。



（申請内容に満たない内容で決定する場合のみ表示）
	申請内容に
満たない理由
	



	教　示
	　この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３か月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。
　ただし、当該期間内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。
　また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の決定があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内に、京都市を被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表するものは、京都市長となります。）。
ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の裁決があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。






第３号様式（第７条関係）
[bookmark: _Hlk231323951]
京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）支援不承認通知書
　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市指令　第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当　　　　　）

令和　年　月　日付けで申請のありました京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）については、下記のとおり支援しないことを決定しましたので通知します。

記

	申請内容
	職場環境改善事業専門家派遣期間：
補助金交付申請額：　　　　　　円

	不承認
理由
	


	教　示
	　この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３か月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。
　ただし、当該期間内であっても、この決定があった日の翌日から
起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。
　また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の決定があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内に、京都市を被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表するものは、京都市長となります。）。
ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の決定があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。






第４号様式（第９条関係）

京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）支援決定前着手届

	（宛先）京都市長
	　　年　　　　月　　　　日

	申請者の所在地（法人は、主たる事務所の所在地）
〒

	申請者の氏名(法人は、名称及び代表者名)


　京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）実施要綱第９条の規定により、補助事業について、下記条件を了承のうえ、支援決定前に着手することとしたいので提出します。

記

１　事業着手から支援決定通知を受けるまでの期間内に、天災地変等のあらゆる事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は申請者本人が負担すること。
２　支援決定が不承認となる場合又は交付決定を受けた助成額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。
３　当該事業については、事業着手から支援決定通知を受ける期間内においては、計画内容の変更を行わないこと。

	補助金交付申請額
	

	着手予定年月日
	

	完了予定年月日
	

	交付決定前に実施する理由
	





第５号様式（第１０条関係）

京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）変更承認申請書

	（宛先）京都市長
	　　年　　　　月　　　　日

	申請者の所在地（法人は、主たる事務所の所在地）
〒
	申請者の氏名(法人は、名称及び代表者名)



京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）実施要綱第１０条第１項の規定により、下記のとおり支援事業の変更承認を申請します。
記
１　変更概要
	決定番号及び
決定日
	京都市指令　　　　　第　　　号
年　　　月　　　日

	変更理由
	

	変更内容
	変更前







	変更後








	
	（職場環境改善事業）



（補助事業）



	（職場環境改善事業）



（補助事業）


	補助金申請額
	（交付決定額）
　円
	（変更後）※千円未満切り捨て
　　　　円



※添付書類（写し可）（当初申請時に提出しているものから変更が無い場合は省略可）
	（共通）
□　農業経営人材育成研修プログラムの指定科目の修了証
□　経営面積がわかる書類（農地台帳、特定作業受委託契約書等）

	⑴職場環境改善事業
□　第１号様式－別添１（事前調査票）

	⑵⑶⑷補助事業
□　第１号様式－別添２（補助事業内訳書）
□　希望する補助事業の予定経費が分かる書類（見積書、カタログ等）
□　本事業と同じ内容（経費）で他の補助金等を申請している場合は、交付（予定）金額が分かる書類（交付申請書、交付決定通知書等）

	その他、市長が必要と認める資料（特に指示があった場合）





[bookmark: _Hlk236909976]第６号様式（第１１条関係）

中止届

	（宛先）京都市長
	　　年　　　　月　　　　日

	申請者の所在地（法人は、主たる事務所の所在地）
〒

	申請者の氏名(法人は、名称及び代表者名)


　　事業を中止しますので、京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）実施要綱第１１条の規定により、中止届を提出します。

	決定番号及び
決定日
	京都市指令　　　　　第　　　号
年　　　月　　　日

	支援決定通知書の内容
	職場環境改善事業専門家派遣期間：
補助金交付予定額：

	中止する
事業内容
	

	中止する理由
	




第８号様式（第１２条関係）　　　　　　　　　　　

京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）事業実績報告書
	（宛先）京都市長
	　　年　　　　月　　　　日

	申請者の所在地（法人は、主たる事務所の所在地）
〒
	申請者の氏名(法人は、名称及び代表者名)


　京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）実施要綱第１２条の規定により、下記のとおり事業の実績を報告します。
記
１　報告概要
	決定番号及び決定日
	京都市指令　　　　　第　　　号
年　　　月　　　日

	実施した支援事業
	（職場環境改善事業）
□ ⑴専門家の派遣

	
	（補助事業）
□ ⑵法人化支援
□ ⑶雇用募集支援
□ ⑷雇用実践支援

	補助金交付予定額
	円（支援決定通知書に記載の額）

	補助金交付申請額
	円（交付予定額、別添２のＥ欄の額のいずれか低い方）



添付書類（写し可）（申請時に提出しているものから変更が無い場合は省略可）
	⑴職場環境改善事業
□　第８号様式－別添１（実施状況報告書）
　□　職場環境改善に取り組んだことがわかる書類（改善前後の比較写真、作業日誌等）

	⑵⑶⑷補助事業（共通）
□　第１号様式－別添２（補助事業内訳書）
□　実施した補助事業の経費の支出金額を確認できる書類（領収書等）
□　本事業と同じ内容（経費）で他の補助金等を申請している場合は、交付（予定）金額が分かる書類（交付申請書、交付決定通知書等）

	⑵法人化支援
□　法人の登記事項証明書（履歴事項証明書）

	⑶雇用募集支援
□　求人等を行ったことがわかる資料

	⑷雇用実践支援
□　労働条件通知書
　□　雇用保険及び労災保険に加入させたことを示す書類
　□　補助対象期間の雇用者の給与、出勤状況がわかる書類
　□　新たに雇用した者が障害者である場合はそれを示す書類

	その他、市長が必要と認める資料（特に指示があった場合）



（第８号様式－別添１）

職場環境改善事業実施報告書

	専門家派遣期間
	

	専門家訪問日程
	１回目　
２回目　
３回目　
４回目　
５回目　


	職場環境改善の
取組内容
	




	備考
	





第９号様式（第１３条関係）

京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）補助金交付額決定通知書
　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市指令　第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当　　　　　）

　令和　　年　　月　　日付けで提出されました京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）に係る実績報告書については、内容を審査した結果、京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）実施要綱第１３条の規定に基づき、下記のとおり補助金の交付額を決定しましたので通知します。つきましては、交付額に基づく請求書を提出してください。

記

	決定番号及び
交付決定日及び
	京都市指令　　　　　第　　　号
年　　　月　　　日

	交付額
	円






第１０号様式（第１４条関係）

消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書

	（宛先）京都市長
	　　年　　　　月　　　　日

	申請者の所在地（法人は、主たる事務所の所在地）
〒

	申請者の氏名(法人は、名称及び代表者名)


[bookmark: _Hlk236910181]　　　年　　月　　日付け京都市指令第　　　号で交付額決定のあった京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）について、　　年度消費税及び地方消費税の額が下記のとおり確定しましたので、京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）実施要綱第１４条の規定により、報告します。

記

１　補助金額（市長が交付額決定通知書により通知した額）　　　円

２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　円

３　消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額に係る既補助金返還額（又は報告額）　　　円

４　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　円

５　補助金返還相当額（４の金額から２と３の金額を引く）　　　円

（注）別紙として積算の内訳を添付してください。



第１１号様式（第１５条関係）

京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）支援取消等通知書
　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市指令　第　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　京都市長　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当　　　　　）

　令和　年　月　日付けで通知した京都市農林業雇用・就労支援事業（農業版）支援決定について、下記のとおり決定の取消し、支援内容の変更又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命じることを決定したので通知します。

記

	通知事項
	




	取消等の理由
	




	教　示
	　この決定に不服があるときは、この通知を受け取られた日の翌日から起算して３か月以内に、京都市長に対して審査請求をすることができます。
　ただし、当該期間内であっても、この決定があった日の翌日から起算して１年を経過したときは、審査請求をすることができなくなります。
　また、この通知を受け取られた日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の決定があったことを知った日）の翌日から起算して６か月以内に、京都市を被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴訟において京都市を代表するものは、京都市長となります。）。
ただし、当該期間内であっても、この決定があった日（京都市長に審査請求をした場合は、当該審査請求に対する京都市長の決定があった日）の翌日から起算して１年を経過したときは、処分の取消しの訴えを提起することはできなくなります。



